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現在、日本では様々な霜害が発生している。現状は様々なデータを用いて経験的に霜の発生が予測され

ることが多い。本研究は、既往研究 1）の霜発生予測手法の定量的な霜発生条件を使用して面的に過去の霜

発生を再現することで、全国的な霜害への対策につなげることを目指す。 

福島県と栃木県を対象に気象衛星ひまわりの地表面温度のデータと MSM の気温と相対湿度データを使

用して霜発生再現画像を作成し、霜注意報の履歴を使用して検証を行った。結果としてはおおむね再現で

きたが、実際の霜発生履歴を用いてより詳細な精度検証を行うことが今後の課題である。 
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1． 序論 

 

１－1．背景 

 現在、日本では霜による災害が多数発生している。

例えば、霜が農作物に降りることで発生する霜害や

電車線（架線）に霜が付着することで事故が発生し

てしまうことがある。これらの対策を効率的に行う

ためには、霜の発生予測が重要である。現状は,様々

なデータを用いて経験的に霜の発生が予測されるこ

とが多い。鎌田らによる架線着霜現象の解明と発生

予測手法の検討 1）では、 岐阜県中津川市で架線着

霜の発生する気象条件を定量的に明らかにし、得ら

れた気象条件と霜の発生メカニズムに基づいて、翌

朝の架線着霜を予測する簡便な手法を検討した。 

霜は放射冷却により表面温度が 0℃以下になると

発生するため表面温度のデータが重要になる。しか

し、既往研究 1）では霜が発生する架線の表面温度を

気温から推定したものを使用していた。そこで、本

研究では気象衛星ひまわりで地表面温度を測定した

データを使用することにより精度が向上すると考え

た。 

 

 

１－３．目的  

 本研究ではメソ数値モデル（MSM）データと衛星

データを用いて過去の霜害を再現できるかどうか検

討することを目的とする。既往研究 1）で得られた霜

の発生メカニズムに MSM データを使用すること

で面的な予測が可能となり、面的に霜発生予測がで

きれば全国的な霜害対策につながる。さらに、地表

面温度の衛星データを使用すれば気温から推定する

よりも精度向上が期待できる。 

 

２．研究手法 

  

２－１．霜害発生日の再現 

 2021 年 4 月東北地方で広範囲に霜が降り霜害が

発生した。この時の霜発生状況を面的に再現するこ

とを試みた。まず、既往研究 1）の霜予測フローに気

象衛星ひまわりのデータを組み込んだものが図-1

である。そしてこのフローを使用して毎時の霜発生

再現画像を作成した。霜発生再現画像とは図-1 のフ

ローに必要な面データを使用して、面的に霜の発生

を判断した画像である。必要なデータの組み合わせ

は表-1 に記す。 
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表-1 データの組み合わせ 

No. 
気温

（T1） 

相対湿度 

（RH） 

地表面温度

（T2） 
雲の有無 

1 MSM MSM 
気象衛星 

ひまわり 

気象衛星 

ひまわり 

 

 

図-1 気象衛星ひまわりを組み込んだ霜発生予測フロー 

 

（１）MSMのデータについて 

本研究では、京都大学生存圏研究所がグローバル

大気観測データとして公開している気象庁が作成し

た MSM GPV データ２）を用いた。MSM GPV デ

ータは（財）気象業務センターを通して公開されて

いる数値予報データであり、5km メッシュで 1 時間

毎の物理量の予報値である。本研究の対象範囲は福

島県がすべて入る範囲で、期間としては 2021 年 4

月 1 日 0 時 00 分～2021 年 4 月 30 日 23 時 00 分

（UTC）の毎時のデータを使用した。 このデータを

気象衛星ひまわりの範囲に合わせるように画像のリ

サンプリングを行った。 

 

（２）気象衛星ひまわりのデータについて 

気象衛星ひまわりのデータ 3）はバンド 14（観測波

長帯：11.08-11.32um）の２km メッシュのものを使

用し、対象範囲としては福島県がすべて入る左下の

座標が経度 139.0 度、緯度 36.5 度、右上の座標が経

度 141.5 度、緯度 38.0 度の範囲で期間としては 2021

年３月 25 日 0 時 00 分～2021 年 4 月 30 日 23 時 00

分（UTC）の毎時のデータを使用した。 

 

（３）雲の判別 

 気象衛星ひまわりを扱う上で重要なのが雲の除去

である。雲が少しでも発生していると地表面の情報

を得ることができない。そこで本研究では、まず 8

日間ごとの毎正時の最高値を計算した。その温度と

気象衛星ひまわりの温度の差が 10℃以上あるとき

に雲が発生していると推測し、その時の値を欠測値

とした。 

 

２－２．検証方法 

 検証方法として、気象庁の霜注意報の履歴 4）と地

方気象台による霜害発生日のデータ 5）を使用する。

まず、対象期間の霜注意報は発表時に県全域に発表

されていた。そのため、県全域として発表されたと

きとされていないときの 2 ケースしかない。したが

って、県全域の値として霜注意報が発表された日を

１とし、発表されていない日を０とした。次に、   

図-1 で作成した毎時の霜発生再現画像を日毎に積

算して日毎の霜発生再現画像を作成し図-2 の流れ

で二値化した。この時、昼（10 時~16 時（日本標準

時））の霜が発生しない時間を除いた 17 時間で積算

した。 さらに、二値化した日毎の霜発生再現画像の

中に霜発生画素（値：1）が 1 つでもあれば県全体と

して霜発生（値：１）とした。そして、それぞれ県

全体の二値化した日毎の霜注意報の値と比較して正

解率や適合率、再現率を求めた。 

また、県の境界線は基盤地図情報基本項目行政区画

6）を使用し、「農用地」のエリアは国土数値情報の土

地利用細分メッシュ 7）において「その他の農用地」

とされる範囲で設定した。 

 

 

図-2 検証のための二値化 
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３．結果  

 

３－１．日毎の再現画像から分かった結果 

 図-3 は 4 月 10 日の積算した霜発生再現画像であ

る。霜発生再現画像の最大値、霜発生再現画像にお

いて「農用地」とされるエリアの平均値、霜注意報

の発表状況をまとめ、一部抜き出したものが表-2

である。なお、10 日、11 日、15 日、27 日は地方

気象台による霜害発生日である。表-2 から地方気

象台が発表した霜害が起きた日の「農用地」の平均

値の値は 3 以上となりこの数値は他の注意報が発表

されている日の値と比べても大きい値をとっている

ことが分かる。 

 

表-2 霜注意報と再現画像の比較

 

 

 

図-3 霜発生再現画像（４月１０日） 

 

３－２．二値化した画像から分かった結果 

図-4 は図-2 のフローで作成した画像全体の最大値

で二値化した日毎の霜発生再現画像のうちの4月10

日のものである。この画像の結果としては福島県と

栃木県それぞれに霜発生画素（値：1）があるのでど

ちらの県も霜発生（値：1）となる。このように二値

化した日毎の霜発生再現結果と二値化した霜注意報

とを 4 月 1 日から 4 月 30 日まで比較し、以下の 4

つに分類してまとめたものが表-3 である。 

 

 TN：再現は「霜非発生」、注意報は「霜非発生」 

FP：再現は「霜発生」、注意報は「霜非発生」 

FN：再現は「霜非発生」、注意報は「霜発生」 

TP：再現は「霜発生」、注意報は「霜発生」 

 

表-4 と表-5 はそれぞれ検証結果から正解率、適合

率、再現率を算出したものである。表-4 は福島県の

みの結果で表-5 は福島県と栃木県をあわせた結果

である。全体的に見て「農用地」の平均値よりも画

像全体の最大値を用いた方が正解率、適合率、再現

率が高くなる結果となった。しかし、全体として、

表-3 の FN が多いため正解率や再現率の値があまり

高くならなかった。 

 

 

 

図-4 最大値で二値化した霜発生再現画像 

（4 月 10 日） 

 

表-3 福島県と栃木県を合わせた検証結果 
 

TN FP FN TP 

全体 18 3 11 28 

農用地 14 7 15 24 

 

 

 

 

発令日 霜注意報 最大値 平均値

1 1 17 2.156118

2 1 15 1.780591

3 0 6 0.624473

4 0 5 0.485232

10 1 16 4.295359

11 1 16 1.468354

15 1 11 3.708861

21 1 5 0.025316

27 1 12 3.295359

30 0 14 1.658228
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表-4 福島県の検証結果 
 

正解率 適合率 再現率 

全体 0.833333 0.85 0.894737 

農用地 0.633333 0.722222 0.684211 

 

表-5 福島県と栃木県を合わせた検証結果 
 

正解率 適合率 再現率 

全体 0.766667 0.903226 0.717949 

農用地 0.633333 0.774194 0.615385 

 

４．考察 

 

４－１．再現画像の考察  

（1）霜害発生日はその他の農用地の平均値が大きい 

 「農用地」の平均値が大きいときに霜害が発生し

ている。つまり、霜発生と判定した時間が長いとき

に霜害が発生することを再現できたと考える。した

がって、「農用地」の平均値を霜害が発生する危険度

として使用可能だと考えられる。 

 

（２）FNの発生理由 

 表 2 の 21 日は霜注意報が発表されているが再現

結果では霜非発生となるパターンである。21 日の気

象状況を知るべく 21 日の気象要素の画像の平均値

と霜害が発生した 27 日の画像を比較した。気温は

どちらも同じような形をとっていたが相対湿度の値

が 21 日では明らかに小さいことが分かった（図-5

と図-6）。これは、既往研究 1）の霜発生の定量的条件

である相対湿度の値を満たしていないので、おそら

く霜は発生していないと考えられ、霜注意報が気温

の要素だけで注意報を出していることによる空振り

だと考えられる。 

 
図-5 21 日の気温（黒）と相対湿度（青）

 
図-6 27 日の気温（黒）と相対湿度（青） 

 

５．まとめ 

 

本研究では MSM データと衛星データを用いて

2021 年に発生した東北地方の霜害をおおむね再現

することができた。おおむねと表現した理由として

は、検証に使用したものは実測値ではなく霜注意報

の履歴を使用したためである。そして、霜注意報の

問題点が見えた。そのため、霜注意報は相対湿度も

考慮する必要があると考える。最後に本研究を予測

に使うには、まず実際の霜発生履歴を用いたより詳

細な精度検証が必要となる。精度が担保されるので

あれば面的な地表面温度の予測が今後の課題となる。 
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